
 看護師養成所授業料等条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和２年３月31日 

岩手県知事 達 増 拓 也  

岩手県規則第27号 

   看護師養成所授業料等条例施行規則の一部を改正する規則 

 看護師養成所授業料等条例施行規則（昭和44年岩手県規則第54号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （授業料の減免）  （授業料等減免対象者の認定の申請をした者等に係る授業料

の納付） 

第２条 授業料の減免を受けることができる者は、次の各号の

いずれかに該当する者とする。 

(１) 生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定による被

保護者又は被保護者と同一世帯に属する者で、かつ、他に 

第２条 条例第３条第４項の規定に該当する者は、次の表の左

欄に掲げる者の区分に応じ、同表の中欄に掲げる授業料につ

いて、同表の右欄に掲げる期間内に納付しなければならない

。 

授業料相当額を援助する者がないもの 

(２) 授業料相当額を援助する者が不慮の災害、病気又は死

亡のため、授業料を納付することが困難となった者 

(３) 前各号に準ずる者で、知事が授業料を減免することが

適当であると認めたもの 

 条例第３条第３項

の申請をした者で

同項に規定する授

業料等減免対象者

の認定（以下「授

業料等減免対象者

の認定」という。

）を受けることが

できなかったもの 

条例第３条第３項

の規定により納付

を猶予された期間

に対応する月の月

分の授業料 

大学等における修

学の支援に関する

法律施行規則（令

和元年文部科学省

令第６号。以下「

省令」という。）

第11条第７項の規

定による知事の通

知を受けた日の属

する月の翌月の初

日から起算して15

日以内 

 

 

 

 

 

 

  授業料等減免対象

者の認定を受けた

者で当該授業料等

減免対象者の認定

に係る授業料の減

免の額が授業料の

額より少なくなる

もの 

条例第３条第３項

の規定により納付

を猶予された期間

に対応する月の月

分の授業料等減免

対象者の認定に係

る授業料の減免の

額と授業料の額と

の差額に相当する

額の授業料 

省令第11条第５項

の規定による知事

の通知を受けた場

合にあっては当該

通知を受けた日の

属する月の翌月の

初日から起算して

15日以内、省令第

12条の規定による

判定の結果の知事

の通知又は省令第

13条第５項の規定

による知事の通知

を受けた場合にあ

っては当該通知を

 



受けた日から起算

して15日を経過す

る日又は当該通知

を受けた日以後の

直近の条例第３条

第１項各号に掲げ

る期間の末日のい

ずれか遅い日まで 

  授業料等減免対象

者の認定を受けた

後授業料の減免の

額に変更があった

者 

変更後の授業料の

減免の額と授業料

の額との差額に相

当する額の授業料

（変更後第１回目

の納付に係るもの

に限る。） 

省令第13条第５項

の規定による知事

の通知を受けた日

から起算して15日

を経過する日又は

当該通知を受けた

日以後の直近の条

例第３条第１項各

号に掲げる期間の

末日のいずれか遅

い日まで 

 

  授業料等減免対象

者の認定を受けた

者で授業料等減免

対象者の認定の効

力が停止されたも

の 

省令第18条第４項

の規定により授業

料の減免が停止さ

れた月から同条第

３項第１号の規定

による知事の通知

を受けた日の属す

る月までの月分の

授業料 

省令第18条第３項

第１号の規定によ

る知事の通知を受

けた日から起算し

て15日を経過する

日又は当該通知を

受けた日以後の直

近の条例第３条第

１項各号に掲げる

期間の末日のいず

れか遅い日まで 

 

  （授業料等減免対象者の認定の申請をした者に係る入学料の

納付） 

 第３条 条例第５条第３項の規定に該当する者は、次の表の左

欄に掲げる者の区分に応じ、同表の中欄に掲げる入学料につ

いて、同表の右欄に掲げる期間内に納付しなければならない

。 

  条例第５条第２項

の申請をした者で

授業料等減免対象

者の認定を受ける 

入学料 省令第11条第７項

の規定による知事

の通知を受けた日

から起算して15日 

 



  ことができなかっ

たもの 

 以内  

  授業料等減免対象

者の認定を受けた

者で当該授業料等

減免対象者の認定

に係る入学料の減

免の額が入学料の

額より少なくなる

もの 

授業料等減免対象

者の認定に係る入

学料の減免の額と

入学料の額との差

額に相当する額の

入学料 

省令第11条第５項

の規定による知事

の通知を受けた日

から起算して15日

以内 

 

 （減免の額）  （減免の額） 

第３条 授業料の減免の額は、前条第１号及び第２号に掲げる

者にあっては授業料の月額の全部、同条第３号に掲げる者に

あっては授業料の月額の全部又は２分の１とする。 

第４条 授業料の減免（条例第７条の規定によるものに限る。

以下同じ。）の額は、授業料の月額の全部とする。 

 （減免の申請）  （減免の申請） 

第４条 授業料の減免を受けようとする者（以下この条及び次

条において「申請者」という。）は、授業料減免申請書（様

式第１号）に家庭状況調査書（様式第２号）及び世帯員所得

証明書（様式第３号）を添えて当該申請者の在学する条例第

１条に規定する看護師養成所の長（以下「学院長」という。

）を経由して知事に提出しなければならない。 

第５条 授業料の減免を受けようとする者（以下この条及び次

条において「申請者」という。）は、別に定める様式による

授業料減免申請書に災害により被害を受けたことを証する書

類その他知事が必要と認める書類を添えて当該申請者の在学

する条例第１条に規定する看護師養成所の長（以下「学院長

」という。）を経由して知事に提出しなければならない。 

２ 学院長は、申請者から前項の申請書の提出があったときは

、その実情を調査し、５日以内に授業料減免申請に対する副

申書（様式第４号）を添えて知事に送付するものとする。 

２ 学院長は、申請者から前項の申請書の提出があったときは

、その実情を調査し、５日以内に別に定める様式による授業

料減免申請に対する副申書を添えて知事に送付するものとす

る。 

 （減免の決定及び通知）  （減免の決定及び通知） 

第５条 知事は、前条の授業料減免申請書を受理したときは、

その内容を審査し、授業料を減免することを適当と認めたと

きは減免の額及び期間を決定し授業料減免決定通知書（様式

第５号）により、授業料を減免することを不適当と認めたと

きは授業料減免不承認通知書（様式第６号）により学院長を

経由して当該申請者に通知するものとする。 

第６条 知事は、前条第１項の授業料減免申請書を受理したと

きは、その内容を審査し、授業料を減免することを適当と認

めたときは減免の額及び期間を決定し別に定める様式による

授業料減免決定通知書により、授業料を減免することを不適

当と認めたときは別に定める様式による授業料減免不承認通

知書により学院長を経由して当該申請者に通知するものとす

る。 

 （減免の取消し）  （減免の取消し） 

第６条 ［略］ 第７条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 知事は、第１項の届出又は前項の報告に基づき、授業料の

減免を取り消すことを適当と認めたときは、授業料減免取消

通知書（様式第７号）により学院長を経由して被減免者に通

知するものとする。 

３ 知事は、第１項の届出又は前項の報告に基づき、授業料の

減免を取り消すことを適当と認めたときは、別に定める様式

による授業料減免取消通知書により学院長を経由して被減免

者に通知するものとする。 

 （授業料減免台帳等）  （授業料減免台帳等） 



第７条 知事は、授業料減免台帳（様式第８号）を備え付け、

所要事項を記載するものとする。 

第８条 知事は、別に定める様式による授業料減免台帳を備え

付け、所要事項を記載するものとする。 

２ 学院長は、授業料減免台帳副簿（様式第８号）を備え付け

て整理しなければならない。 

２ 学院長は、別に定める様式による授業料減免台帳副簿を備

え付けて整理しなければならない。 

 （納入通知票等）  （納入通知票等） 

第８条 授業料に係る納入通知票、納付票、領収票、領収済通

知票、収納済通知票及び収納票は、様式第９号（口座振替に

よる納入に係る領収済通知票及び収納済通知票にあっては、

様式第10号）によるものとする。 

第９条 授業料に係る納入通知票、納付票、領収票、領収済通

知票、収納済通知票及び収納票並びに口座振替による納入に

係る領収済通知票及び収納済通知票は、別に定める様式によ

るものとする。 

 （口座振替納付者に係る納入通知等）  （口座振替納付者に係る納入通知等） 

第９条 学院長は、口座振替の方法により授業料を納付する旨

の届出のあった者（以下「口座振替納付者」という。）に係

る授業料について調定したときは、県立看護学院授業料口座

振替収納請求書（様式第10号）により、口座振替納付者が口

座振替を依頼した金融機関（以下「取扱金融機関」という。

）に収納の請求を行うものとする。 

第10条 学院長は、口座振替の方法により授業料を納付する旨

の届出のあった者（以下「口座振替納付者」という。）に係

る授業料について調定したときは、別に定める様式による県

立看護学院授業料口座振替収納請求書により、口座振替納付

者が口座振替を依頼した金融機関（以下「取扱金融機関」と

いう。）に収納の請求を行うものとする。 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 様式第１号から様式第10号までを削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 看護師養成所授業料等条例の一部を改正する条例（令和元年岩手県条例第32号。以下「一部改正条例」という。）附則第４項

の規定に基づき授業料を免除する場合において、当該免除の申請等については、この規則による改正前の看護師養成所授業料等

条例施行規則第４条から第６条までの規定の例による。 

３ 前項の場合におけるこの規則による改正後の看護師養成所授業料等条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）第２条の

表の左欄に掲げる者の授業料の納付については、同条の規定を準用する。この場合における当該者が納付すべき授業料は、同表

の中欄に掲げる授業料の額と一部改正条例附則第４項の規定に基づき免除された授業料の額との差額に相当する額の授業料とす

る。 

４ 改正後の規則に規定する別に定める様式は、この規則の施行の日以後に提出し、交付し、又は備え付ける申請書、通知書、台

帳等について適用し、同日前に提出し、交付し、又は備え付けた申請書、通知書、台帳等については、なお従前の例による。 
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